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　　　　　　　　　　　　　　　  ～財源には意味がある～　　　　　　　　 　大阪大学・堤　修三

１．経済社会の仕組みと社会保障のすがた

　社会保障も社会的構築物（上部構造）として、経済社会（下部構造）のありようと離れてはあり得ない。社会保障が空中楼閣であってはならない。
　＝ わが国の経済社会のありよう：自由な個人の尊重・自由経済体制 → 必要原則・貢献原則

　→　社会保障も、一定程度は貢献原則に沿いつつ、必要原則を満たすべきもの。
　　 　　 一般社会 ～ 市場システム ～ 社会保障システム ～ ベーシックインカム(?)

　日本国憲法における市民法と社会法
　　日本国憲法は個人の自由に価値を置く市民法原理を基調とするが、この市民法原理と結果の平等に価値を置く社会法原理は、必ずしも整合的ではない。経済的自由権も国家が定めるルールの執行によって初めて成り立つことをもって、社会権との共通性を見出す見解もあるが、両原理の統合・融合までは至っていないのではないか。

　　→　市民法原理ともより整合的な社会保障の基礎付け ＝ 自由基底的な社会保障の法理念（憲法25条のほか、13条も社会保障の根拠とする。）

　　→　社会保険は、その「保険」の部分において持っている「自助の共同化」という意味で、市民法原理に親和的。

Cf. Ｐ・ロザンヴァロン「社会保険は・・・・国家も市民も同様に関与する契約を行使することを意味している。・・・・19世紀後半に法律家たちが熱狂したのは、こうした点に由来する。」（『連帯の新たなる哲学』）

　　Cf. 日本国憲法25条２項　国はすべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。（通例、「社会保障」は社会保険の意とされている。）

Cf. ワイマール憲法161条：健康な労働能力を維持するため、母性を保護するため、ならびに老齢、病弱および生活の移り変わりのもたらす経済的帰結に備えるために、ライヒは、被保険者の決定的な協力の下に、包括的な保険制度を創設する。
２．行政国家の片面としての福祉国家

　近代国家が革命後も絶対主義から引き継いだ「主権」概念（君主主権→人民主権）
　　主権の属性：徴税・裁判・常備軍・貨幣鋳造・度量衡・・・・

　現代国家の特徴＝行政国家化（行政府が事実上立法権を併呑し、立法府が行政統制の能力を
事実上喪失する状況）、政党国家状況で一段と強化。「国民内閣制論」も登場（高橋和之）。

　　Cf. 国民内閣制：「議会＝決定、内閣＝執行」→「内閣＝統治、議会＝統制」

　行政国家の２側面：①福祉国家理念の導入に伴う消極国家から積極国家への転換、②様々な緊
急事態の常駐に伴う統治権の積極的な発動（高度国防国家・高度治安国家・多角的危機管理国
家）～杉原泰雄『憲法と資本主義』

　→　租税による社会保障は、主権国家の直接的な機能として、福祉国家をその片面とする行政国家の肥大化の一翼を担うもの。行政国家の下で、社会保障に対する議会の統制は十分機能するか。福祉国家は、他の片面の行政国家の暴走に抵抗できるか。戦争と福祉国家の密接な関係についての記憶。

　→　行政国家の重要な作用として行われる租税による社会保障は、政権の姿勢による直接的な影響にさらされ、財政機能の政治的意義が増大することに伴い、大きな政治的リスクを負う可能性がある。各人が長期的なリスクを理性的に計算して行う生涯設計の基礎となるべき社会保障の長期安定性を阻害するおそれ。

３．社会保険の２つのタイプ

　被保険者先行型：
まず、当事者が自らを被保険者とする保険集団を設立し（設立契約）、設立された保険者が、被保険者の意思に従い、適用・資格管理、保険料の設定・徴収、保険給付の決定・支払という事務を行う。その後の加入者は、保険者と加入契約を結び、被保険者となる。例えば、アルプス住民の相互救援会社・ドイツ等における工場労働者による共済組合・福岡宗像地方の農民による定礼など。＝ 当事者による自主的な相互扶助

保険者先行型：
まず、国が法律により保険者を置き、当事者はその保険者と加入契約を結んで被保険者となる。保険者は、法律の定めるところに従い、適用・資格管理、保険料の設定・徴収、保険給付の決定・支払という事務を行う。多くの場合、国自ら、あるいは地方公共団体が保険者となる。＝ 通例、社会保険として制度化される国家による相互扶助

　　保険者先行型による社会保険の理解では、租税も社会保険料も国・地方公共団体が賦課徴収するものとして、財源がもつ意味の違いが明確に理解されにくい。また、被保険者は保険者を自分の外部にあるものと捉え、保険料負担者である立場と保険給付受給者である立場を分けて考えがち。この点は、税による社会保障の場合、さらに顕著になる。

　→　社会保険をできる限り被保険者先行型であるかのように設計し、運用するべき。被保険者は、政府から保険者を奪還する。

４．租税による社会保障

　一般財源としての普通税の場合：
社会保障の財源を一般財源とするのであれば、税収の使途は他の分野との競合となるため、政治的な力関係によって給付水準が抑制されるおそれ。政治リスクが大きい。財政が抑制基調である場合、特定分野だけが突出することに対する横並び抑制論（内閣ムラの論理：皆が我慢しているのだから。シーリング制度、民主党政権でも同様）。税収不足の場合、一般的増税を訴えて理解を得られるか。それが実現できない場合、給付水準を抑制するか、あるいは赤字公債を発行してでも給付水準を維持するか。現在世代への個人給付の費用を後続世代に付け回しすることの是非。

　特定財源としての目的税の場合：
目的税の収入と使途である支出とを厳格にリンクさせるか否か。
厳格にリンクさせる制度の場合、目的税収が給付の支出額に不足するときは、目的税の税率引き上げを行うか、給付水準を抑制して支出額を目的税収の範囲に収めるかの選択を迫られる。高齢化の進行等により、（税目にもよるが、例えば消費税のように）常に支出増が収入増を上回ると予想される場合、頻繁な税率引き上げは不可避。
目的税の収入と使途である支出とを厳格にリンクさせない場合、単に使途として掲げるだけとなるから、給付支出額＞目的税収である限り、目的税と言っても名目だけ。支出額＜目的税収であれば、（ガソリン税の増収により道路計画を伸長させるように）給付水準を上げられれば格別、そうでない限り、他の使途が追加される可能性が大。

　　個人給付の財源として累進所得税を目的税とすることは、累進所得税の根拠を高所得が社会システムの恩恵であることに求めるとしても、理解を得ることは困難。

　　従来の社会保険料の事業主負担分を賃金税／雇用税として目的税化する場合、被用者保険の事業所適用が廃止され、給付の受給者が被用者という属性とは無関係の制度になっても引き続き雇用主としての負担を求めることについて、説得的な根拠を示せるか（被用者たる介護保険第１号被保険者・後期高齢者医療被保険者の保険料には事業主負担がない）。また、全体の給付費用の何割を賃金税で持たせるかの説明も必要（昭和５２年の老人医療構想においても同様の問題）。社会保険制度だったときの事業主負担のシェアを用いるにしても、将来にわたって被用者のウエイトが大きくなれば、相対的に賃金税の負担は小さくなる。逆に、年金における保険料固定方式導入の経緯からみれば、賃金税率の歯止めを要求される可能性もある。

　　特定財源とするためには、費用を負担する者と給付を受ける者が一致するか、両者の間に密接な関係が認められることが必要であり、給付の対象範囲に応じてそれに相応しい税であることが求められる。現在の法人税・所得税を目的税とすることは、負担者と受益者の乖離が大きく、合理的説明は困難。

　給付の対象範囲：
社会保障給付の対象はその必要がある者でなければならないが、現金給付の場合、高所得者には、貨幣に対する選好はあっても、その必要があるとは言えないから、税財源による現金給付では高所得者の給付制限は不可避（こども手当の所得制限必要：６０％、定額給付金を巡る議論）。仮に、現金給付のニーズは誰にも存在するとして、所得制限なしにするのであれば、高齢者等に限らず、すべての者を対象とすべきこととなり、ベーシックインカムと変わるところはなくなる。この点は、特に一般財源の場合に顕著に当てはまる。

　　高所得の者にも給付される、租税を財源とする現金給付は、定額給付金やこども手当と同様、社会保障・社会政策というより、経済政策。

５．人民による人民のための社会保障

　(国家の)国家による人民のための社会保障 ⇒ (国家の)人民による人民のための社会保障

　　社会保険を基本としつつ、それが成立しがたい分野は租税財源による制度で補完する。
　　
社会保険は、保険集団の括り・給付水準や保険料水準に関する保険者権限・保険者組織の在り方、保険運営への被保険者参画などについて、被保険者自身による自律的運営ができるよう制度を設計する。介護保険事業計画委員会への住民参加の例。中間団体による社会保険（人民による社会保障）。
社会保険以外の制度については、全国的な均一性と地方分権のバランスに配慮しながら、地方自治体が自律的な運営ができるよう設計する。そのためには地方財源の充実が重要。

　例えば、年金制度については、基本的には現行制度体系を維持するが、保険者権限を国から日本年金機構に移し、そこに設ける世代別同数代表により構成される委員会で給付水準と保険料水準の関係を熟議のうえ決定する。保険料減免者に対しては、減免段階に対応した国庫負担のゲタにより、年金水準の底上げを図る。国民年金保険料と国保保険料の一体徴収を検討する。

　医療保険制度については、高齢者医療制度は廃止して「被用者年金受給者健康保険」を創設するとともに、市町村国保は都道府県単位に広域化し、低所得者の保険料負担を公費で支援するなどにより基盤を強化する。協会健保は、ブロック単位に分割する。国保・健保のいずれにも、
　被保険者からなる重要事項の決定組織を設ける。　　　　　
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